
環境基準（BOD又はCOD）達成率の推移

生活環境の保全に関する環境基準（生活環境項目）のうち、有機汚濁の代表的な水質指標であるBOD又はCODの環境基準の達成率

について、公共用水域全体では、測定開始以来少しずつ上昇している。河川、湖沼及び海域ごとにみると、近年、河川では達成率が上
昇傾向にあり、湖沼では依然として達成率が低い状況にあり、海域ではおおむね横ばい状況である。
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※1 ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）：水中の有機物が微生物の働きによって分解されるときに消費される酸素の量。河川の有機汚濁を測る
代表的な指標である
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※2ＣＯＤ（化学的酸素要求量）：水中の有機物を酸化剤で酸化した際に消費される酸素の量。湖沼、海域の有機汚濁を測る代表的な指標で
ある。
※3 達成率（％）＝（達成水域数／類型指定水域数）×１００
出典：環境省 ”平成21年度公共用水域水質測定結果” 55

地下水の環境基準超過率の推移（超過率の高い項目）

2008年度における全体の環境基準超過率は、6.9％（前年度7.0％）で、近年は、ほぼ横ばいで推移している。
項目別では硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の環境基準超過率が最も高い。
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出典：環境省 ”平成20年度地下水質測定結果”

※全体の環境基準超過率：全調査数に対するいずれかの項目で環境基準超過があった井戸の数の割合
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土壌汚染調査事例数の推移

都道府県・政令市が把握した土壌汚染の調査事例件数及び土壌環境基準又は指定基準の超過事例件数は、長期的にみて
年々増加傾向であるが、2008年はやや減少に転じている。
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57出典：環境省 ”平成20年度 土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例等に関する調査結果”

※指定基準：【改正前の土壌汚染対策法】第５条第１項の指定区域の指定に係る基準。
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全国の地盤沈下地域の面積

2 500

全国の地盤沈下面積は長期的には減少傾向にあると言えるが、1994年（平成６年）のように大渇水が発生すると地盤沈下が発
生している。

2,000

2,500

年間2cm以上沈下した地域

年間4cm以上沈下した地域

1,500

積
（
km

2 ）

1,000

沈
下

面
積

500

0

19
78

19
79

19
80

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

出典：環境省 ”平成２１年度全国の地盤沈下地域の概況” 58



天然資源等投入量の推移

・公共事業の縮減等の影響を受け、非金属鉱物の投入量は平成13年度以降減少傾向にある。
・それ以外の資源については、リーマンショック等の影響で前年より減少した平成20年度を除き、近年逓増傾向に
ある。

輸 輸・国内・輸入別で見ると、国内資源は平成12年度から約半減。一方、輸入資源・製品は平成12年度から増加。
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※天然資源等投入量：国産・輸入天然資源及び輸入製品の合計量。
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化石系資源の輸入量推移

重量でみると、原油、石炭の輸入量が他と比較して多い。2009年度は景気後退の影響もあり、原油や石炭は輸入
量が大きく減少したが、天然ガスはわずかな減少に留まっている。
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主な非鉄金属の輸入状況

わが国は必要な金属資源のほぼ全量を海外に依存しており、主な輸入先は南米、南アフリカ、中国など。またニッ
ケル、モリブデン、プラチナについては、日本の輸入量は世界全体の約15%を占めている。

出典：石油天然ガス・金属鉱物資源機構ホームページ

日本の金属資源主要輸入先（2008年） 国別金属資源輸入量（2008年）

61

非鉄金属の輸入依存度等

日本は非鉄金属の大消費国であるが、鉱石の供給を海外鉱山にほぼ全面的に依存している状況。

○世界の消費に占める 日本の比率（2001年） ○我が国の輸入依存率 （2001年）

銅 7.8% 銅 99.9%

亜鉛 7 3% 亜鉛 92 0%亜鉛 7.3% 亜鉛 92.0%

○主な元素の地殻存在 度
○非鉄金属資源の採掘可能年数(2001
年)年)

鉄 5.0% 銅 47.8年

銅 0.0055% 亜鉛 49.2年銅 亜鉛 年

タングステン 0.000015%

出典：資源エネルギー庁 鉱物資源課 62



循環資源の輸出入量の推移

○循環資源の輸入量の推移 ○循環資源の輸出量の推移

循環資源の輸入量は、平成21年で約4.9百万トン（平
成12年で約3.7百万トン）であり、増加傾向（平成19年
比で＋4%）

循環資源の輸出量は、平成21年で約25百万トン（平
成12年で約7百万トン）となり、平成12年と比較すると
約3 5倍に急増（平成19年比で＋12%） 内訳を見る比で＋4%）。 約3.5倍に急増（平成19年比で＋12%）。内訳を見る
と、平成12年と比べ、古紙、鉄鋼くず、鉱さい、プラス
チックくずが急増。
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我が国における物質フロー

平成２０年度平成１２年度
輸入製品（48）

平成20年度の物質フローは平成12年度と比較して、天然資源等投入量は約4分の3に削減されたが、蓄積純増も
約半減となっている状況。一方、循環利用量の増加等により、最終処分量は減少。

輸出（120）

輸入製品（48）
（単位：百万トン）

蓄積純増（1,110）輸入
（800）輸入資源
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総物質
投入量
（1,737）

天然資源等
投入量
（1,492）

最終処分

自然還元（85）

減量化（241）

廃棄物等
の発生
（595）含水等※

（299）

食料消費（97）

含水等※
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自然還元（86）
食料消費（91）
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廃棄物等
の発生
（578）

最終処分
（56）

減量化（241）（299） （277） 最終処分
（22）

減量化（225）

出典：環境省 ”平成２２年版 環境・循環型社会・生物多様性白書”
※廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び鉱業の鉱さい。

循環利用量（213） 循環利用量（245）
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都市鉱山における資源蓄積量

多くの金属について、国内の都市鉱山における資源蓄積量は世界の2～3年相当の消費量に匹敵。

特に、電池材料として期待されるリチウムや触媒、燃料電池電極として不可欠とされる白金の蓄積量
が多い。
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出典： 物質・材料研究機構資料より作成 65

廃棄物発生量の将来予測

世界の廃棄物発生量は、2000年から2050年の間に2倍以上に増加し、約270億tとなる見通し。

○世界の廃棄物発生量の2050年までの予測

オセアニア

南米、カリブ

アフリカ

オセアニア

欧州

北米

アジア

出典：環境省 ”平成19年版環境白書・循環型社会白書”, 2007 66



資源生産性・循環利用率・最終処分量の推移

○資源生産性 ○循環利用率 ○最終処分量

資源生産性（＝ＧＤＰ／天然資源等投入
量）

天然資源等投入量とは国産・輸入天然資
源及び輸入製品の合計量を指し 定量

循環利用率（＝循環利用量／総物質投
入量（＝循環利用量＋天然資源等投入
量））

社会に投入される資源（天然資源等投入

最終処分量

廃棄物の埋め立て量。廃棄物の最終処分
場のひっ迫という喫緊の課題にも直結した
指標

○資源生産性 ○循環利用率 ○最終処分量

源及び輸入製品の合計量を指し、一定量
当たりの天然資源等投入量から生じる国
内総生産（GDP）を算出することによって、

産業や人々の生活がいかに物を有効に
使っているか（より少ない資源でどれだけ

社会に投入される資源（天然資源等投入
量）のうち、どれだけ循環利用（再利用・
再生利用）された資源が投入されている
かを表す指標。
循環利用率は平成12年度以降上昇傾

指標。
最終処分量は平成12年度以降減少傾向。

大きな豊かさを生み出しているか）を総合
的に表す指標。
資源生産性は、平成12年度以降上昇傾
向。
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我が国の廃棄物排出量の推移

一般廃棄物の総排出量は、2000年度以降継続的に減少している。

○我が国の一般廃棄物排出量の推移
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6000

一般廃棄物の排出量の推移（万t）
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○我が国の産業廃棄物排出量の推移

産業廃棄物の総排出量は、近年はほぼ横ばいで推移している。
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産業廃棄物の排出量の推移（百万t）
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出典：環境省 ”一般廃棄物処理実態調査結果・産業廃棄物排出処理状況調査（平成20年度調査結果）”
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廃棄物最終処分場の残余容量及び残余年数の推移

○一般廃棄物 ○産業廃棄物

一般廃棄物の残余年数は18.0年分（平成20年度）

公共の最終処分場を確保できていない市町村が352

産業廃棄物の残余年数は8.5年分（首都圏は3.6年分）
（平成19年度）

公共の最終処分場を確保できていない市町村が352
（全市町村数1,800の19.6％） 最終処分場の新規設置数は、平成10年度の136施設

から、平成18年度は28施設、平成19年度は42施設（と
もに許可件数）と激減
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国内外の化学製品の生産量の推移

近年化学産業において日本を除くアジア諸国の台頭が著しい。
⇒アジア諸国において、事故等による化学物質汚染の発生の懸念が高まっている。
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出典：経済産業省 ”世界の石油化学製品の今後の需給動向” 70


